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連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計
算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条
の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.jp-life.japanpost.jp/）に掲載することにより、
株主の皆さまに提供しているものであります。

2022年05月16日 11時40分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



連結計算書類

連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 500,000 405,044 901,390 △397 1,806,036
当期変動額
剰余金の配当 △60,742 △60,742
親会社株主に帰属する
当期純利益 158,062 158,062

自己株式の取得 △358,882 △358,882
自己株式の処分 37 37
自己株式の消却 △358,887 358,887 －
利益剰余金から
資本剰余金への振替 358,887 △358,887 －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － △261,567 42 △261,524
当期末残高 500,000 405,044 639,822 △355 1,544,511

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る調整累計額
その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 1,031,384 573 3,480 1,035,438 2,841,475
当期変動額
剰余金の配当 △60,742
親会社株主に帰属する
当期純利益 158,062

自己株式の取得 △358,882
自己株式の処分 37
自己株式の消却 －
利益剰余金から
資本剰余金への振替 －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △157,619 △573 △693 △158,887 △158,887

当期変動額合計 △157,619 △573 △693 △158,887 △420,411
当期末残高 873,764 － 2,786 876,551 2,421,063
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連結注記表
（連結計算書類の作成方針）

１．連結の範囲に関する事項
（１）連結される子会社及び子法人等数 １社

会社名 かんぽシステムソリューションズ株式会社
（２）非連結の子会社及び子法人等数 ０社

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等数 ０社
（２）持分法適用の関連法人等数 ０社
（３）持分法を適用していない非連結の子会社及び子法人等数 ０社
（４）持分法を適用していない関連法人等

ＪＰインベストメント株式会社他４社については、当期純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の項目からみて、連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性が乏しいため、持分法の適用範囲から除外して
おります。

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社及び子法人等の決算日と連結決算日は一致しております。
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（連結貸借対照表の注記）

１．会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信
託において信託財産として運用している有価証券を含む。）の評価は、次のとおりであ
ります。
① 満期保有目的の債券
移動平均法による償却原価法（定額法）

② 責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基
づく責任準備金対応債券をいう。）
移動平均法による償却原価法（定額法）

③ 非連結かつ持分法非適用の子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

④ その他有価証券
（ⅰ）市場価格のない株式等以外のもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均
法）

（ⅱ）市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお
ります。

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。
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（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く。）
有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
（ⅰ）建物

２年～60年
（ⅱ）その他の有形固定資産

２年～20年
② 無形固定資産（リース資産を除く。）

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間
（概ね５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（４）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償
却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能
額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づい
て上記の引当を行っております。
なお、破綻先（破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債
務者をいう。）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者をいう。）に対
する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は、37百万円であります。
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② 保険金等支払引当金
保険金等支払引当金は、ご契約調査等によって判明したお客さまのご意向に沿わず
不利益が発生した可能性のある契約について、これまでの実績に基づき、その不利益
を解消するための将来の契約解除措置等により生じる保険金等の支払見込額等を計上
しております。
③ 役員株式給付引当金
役員株式給付引当金は、株式給付規程に基づく当社執行役に対する当社株式等の給
付に備えるため、株式給付債務の見込額を計上しております。

（５）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により費用処理しております。

（６）価格変動準備金の計上方法
価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

（７）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しております。
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（８）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019

年７月４日。以下「金融商品会計基準」という。）に従い、外貨建債券の一部に対す
る為替リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジを行っております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建債券

③ ヘッジ方針
外貨建債券に対する為替リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によっ
て有効性を評価しております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関
係があることが明らかである為替予約については、有効性の評価を省略しておりま
す。

（９）責任準備金の積立方法
連結会計年度末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険

契約に基づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第116条第１項に基づ
き、保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第４条第２項第４号）に記載された
方法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。
責任準備金のうち保険料積立金については次の方式により計算しております。なお、

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構（以下「郵政管
理・支援機構」という。）からの受再保険の一部及び一時払年金保険契約を対象に、保
険業法施行規則第69条第５項の規定により追加して積み立てた額が含まれております。
① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵
省告示第48号）

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
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責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第
69条第１項第３号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将
来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。
なお、責任準備金については、保険業法第121条第１項及び保険業法施行規則第80

条に基づき、連結会計年度末において責任準備金が適正に積み立てられているかどうか
を、保険計理人が確認しております。

２．会計方針の変更
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項
及び金融商品会計基準第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その
他有価証券のうち市場価格のある株式については、従来、連結会計年度末日以前１カ月の市
場価格の平均に基づく時価法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、連結会計年度
末日の市場価格に基づく時価法に変更しております。

３．未適用の会計基準等
・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月
17日）

（１）概要
投資信託の時価の算定及び注記に関する取扱い並びに貸借対照表に持分相当額を純額
で計上する組合等への出資の時価の注記に関する取扱いが定められました。

（２）適用予定日
2022年度の期首より適用予定であります。

（３）当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中です。
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４．当社の執行役に信託を通じて自社の株式等を給付する取引
当社は、当社の執行役に対し、信託を活用した業績連動型株式報酬制度を導入しておりま

す。
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付す
る取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用して
おります。
（１）取引の概要

当社は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の執行役に対し、事業年度における
業績等により定まる数のポイントを付与し、退任時に受益者要件を満たした執行役に対
し、当該累計付与ポイントに相当する当社株式及び一定割合の当社株式を退任時の時価
で換算した金額相当の金銭を本信託（株式給付信託（BBT））から給付いたします。
執行役に対し給付する株式については、予め当社が信託設定した金銭により信託銀行
が将来給付分も含めて株式市場から取得し、信託財産として分別管理しております。

（２）信託が保有する当社株式
信託が保有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の
帳簿価額は330百万円、株式数は140千株であります。

５．金融商品に関する事項は、次のとおりであります。
（１）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社の資産運用につきましては、健全経営を維持し、保険金等の支払を確実に行う
ため、負債の特性を踏まえ、円金利資産により資産と負債のマッチングを推進してお
ります。また、リスク管理態勢の強化に努めつつ、収益向上の観点から、許容可能な
範囲で国債に比べて相対的に高い利回りが期待できる地方債及び社債等の円貨建資産
並びに外国債及び株式等の収益追求資産への運用にも取り組んでおります。
なお、主として運用に関する資産の為替リスクに対するヘッジ手段としてデリバテ
ィブ取引を行っております。
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② 金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、主に有価証券及び貸付金であり、ＡＬＭの考え方に基
づき運用を行っております。これらのうち、有価証券については、発行体の信用リス
ク、価格変動リスク及び金利リスクに晒されております。有価証券のうち外貨建債券
については、為替リスクにも晒されております。
当社が利用対象としている主要なデリバティブ取引には、為替予約取引がありま
す。当社ではこれらを為替リスクに対する主要なヘッジ手段と位置付けております。
また、その他のデリバティブ取引についても、主にヘッジ目的として利用しており、
デリバティブ取引のもつ市場関連リスクは減殺され、限定的なものとなっておりま
す。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
（ⅰ）市場リスクの管理

市場リスクは、金利、為替、株価等の様々な市場のリスク・ファクターの変動
により、保有する資産及び負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失
を被るリスクであり、金利リスク及び価格変動リスクに区分し管理しておりま
す。金利リスクは、ユニバーサルサービス対象商品である養老保険・終身保険を
提供する使命を負う保険会社として、資産と負債のマッチングに一定の限界を有
する中で、円金利の変動により、円金利資産及び保険負債の価値が変動し損失を
被るリスクです。価格変動リスクは、金利リスク以外の市場リスクです。
当社は、市場リスクを含む会社全体のリスクのうち定量化が可能なリスクを特
定し、それらのリスク量に基づき算出した会社全体の統合リスク量と資本量を対
比することにより、会社全体のリスクを管理しております。
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（ⅱ）信用リスクの管理
信用リスクは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス
資産を含む。）の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクであります。
与信先の管理については、信用リスクの高い与信先への投融資を抑制するた
め、社内の信用格付に基づく与信適格基準を定めて管理しております。また、特
定の与信先、グループ及び業種に与信が集中するリスクを抑制するため、信用格
付に応じた与信管理基準額や業種別の与信シェアの基準を設けて管理しておりま
す。
なお、与信先の管理の状況については、定期的にリスク管理委員会に報告して
おります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。
また、「（６）デリバティブ取引に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する
契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの
ではありません。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、次表には含まれておらず、「（注

１）」に記載しております。また、現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似する預貯金、コールローン、買現先勘定、売現先勘定及び債券貸借取引受入担保
金は、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

買入金銭債権 39,543 39,543 －
その他有価証券 39,543 39,543 －
金銭の信託（※１） 3,820,432 3,820,432 －
有価証券 53,390,216 57,908,456 4,518,240
満期保有目的の債券 34,126,248 38,143,194 4,016,945
責任準備金対応債券 8,604,735 9,106,029 501,294
その他有価証券 10,659,233 10,659,233 －
貸付金 4,251,924 4,478,732 226,808
保険約款貸付 140,980 140,980 －
一般貸付（※２） 965,872 993,771 27,931
機構貸付（※２） 3,145,103 3,343,980 198,876
貸倒引当金（※３） △32 － －

資産計 61,502,117 66,247,166 4,745,048
社債 300,000 299,760 △240

負債計 300,000 299,760 △240
デリバティブ取引（※４）
ヘッジ会計が適用されていないもの (256) (256) －
ヘッジ会計が適用されているもの (239,193) (239,193) －

デリバティブ取引計 (239,449) (239,449) －
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（※１）運用目的、満期保有目的及び責任準備金対応以外の金銭の信託であります。
（※２）差額欄は、貸倒引当金を控除した連結貸借対照表計上額と、時価との差額を記載しておりま

す。
（※３）貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
（※４）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で示しております。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価等に関する事項で開示している計表中の「金銭の信託」及び「有価証券」
には含めておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

金銭の信託（※１） 701,479
有価証券 27,364
非上場株式（※２） 4,755
組合出資金（※３） 22,608

合計 728,844
（※１）金銭の信託のうち、信託財産構成物が投資信託で構成されているものについて

は、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号
2019年７月４日。以下「時価算定適用指針」という。）第26項に従い、信託財産
構成物が組合出資金で構成されているものについては、時価算定適用指針第27項
に従い、時価開示の対象とはしておりません。

（※２）非上場株式は、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第19号 2020年３月31日)第５項に従い、時価開示の対象とはしており
ません。

（※３）組合出資金は、時価算定適用指針第27項に従い、時価開示の対象とはしており
ません。
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（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

買入金銭債権 20,000 － － 18,400
有価証券 1,868,266 8,344,767 15,780,925 24,458,758
満期保有目的の債券 1,325,157 4,199,972 10,291,730 17,904,404
公社債 1,325,157 4,199,972 10,291,730 17,904,404
国債 191,100 2,930,500 9,662,900 15,965,100
地方債 691,955 1,116,502 467,280 945,594
社債 442,102 152,970 161,550 993,710

責任準備金対応債券 369,235 1,772,981 2,755,700 3,535,950
公社債 369,235 1,772,981 2,755,700 3,535,950
国債 277,000 1,492,400 2,536,300 2,394,600
地方債 67,299 184,464 60,000 233,450
社債 24,936 96,117 159,400 907,900

その他有価証券のうち
満期があるもの 173,873 2,371,813 2,733,495 3,018,403

公社債 126,810 982,334 730,036 2,228,777
国債 － － － 1,454,200
地方債 21,549 523,378 9,790 142,932
社債 105,261 458,955 720,246 631,644
外国証券 47,063 1,389,479 2,003,458 777,000
その他の証券 － － － 12,625

貸付金 908,499 1,790,599 976,524 576,734
合計 2,796,765 10,135,367 16,757,449 25,053,893
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（注３）社債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社債 － － － － － 300,000
合計 － － － － － 300,000

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい
て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。
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① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

買入金銭債権 － 19,999 19,544 39,543
金銭の信託（※１） 2,194,752 － － 2,194,752
有価証券
その他有価証券
国債 1,395,688 － － 1,395,688
地方債 － 664,221 34,642 698,864
社債 － 1,922,409 － 1,922,409
株式 419,814 － － 419,814
外国証券（※１） 1,080,230 3,068,946 32,350 4,181,527
その他の証券（※１） － － 12,551 12,551

資産計 5,090,486 5,675,576 99,089 10,865,151
デリバティブ取引（※２）
通貨関連 － (239,449) － (239,449)
デリバティブ取引計 － (239,449) － (239,449)
（※１）時価算定適用指針第26項に従い、投資信託は上記表には含めておりませ

ん。当該投資信託の連結貸借対照表計上額は3,569,216百万円であります。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

り、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。
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② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
(単位：百万円)

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金銭の信託 － 84,840 － 84,840
有価証券
満期保有目的の債券
国債 32,950,194 － － 32,950,194
地方債 － 3,376,814 4,130 3,380,944
社債 － 1,812,054 － 1,812,054
責任準備金対応債券
国債 7,378,646 － － 7,378,646
地方債 － 531,162 25,634 556,796
社債 － 1,170,585 － 1,170,585

貸付金 － － 4,478,732 4,478,732
資産計 40,328,841 6,975,458 4,508,497 51,812,797

社債 － 299,760 － 299,760
負債計 － 299,760 － 299,760

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
買入金銭債権
買入金銭債権のうち証券化商品については、ブローカー等の第三者から入手した評価

価格によっております。証券化商品に該当しない買入金銭債権については短期で決済さ
れるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としておりま
す。
なお、買入金銭債権のうち証券化商品についてはレベル３、それ以外についてはレベ
ル２に分類しております。
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金銭の信託
信託財産の構成物である有価証券のうち、株式については取引所の価格によっており

ます。投資信託については基準価格によっており、時価算定適用指針第26項に従い経
過措置を適用し、レベルを付しておりません。信託財産の構成物のうち有価証券以外に
ついては、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としておりま
す。
なお、金銭の信託については、構成物のレベルに基づき、主にレベル１に分類してお
ります。
また、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（５）金銭の信託に
関する事項」に記載しております。

有価証券
株式については取引所の価格によっており、市場の活発性に基づきレベル１に分類し

ております。
債券及びその他の証券のうち、主に国債については公表された相場価格によってお
り、市場の活発性に基づきレベル１に分類しております。公表された相場価格であって
も市場が活発でない場合または情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格（重要な
観察できないインプットを用いている場合を除く。）による場合はレベル２に分類して
おり、地方債、社債、外国債がこれに含まれます。ブローカー等の第三者から入手した
評価価格を用いている場合で、重要な観察できないインプットを用いている場合にはレ
ベル３に分類しております。
投資信託については基準価格によっており、時価算定適用指針第26項に従い経過措
置を適用し、レベルを付しておりません。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（４）有価証券に関す
る事項」に記載しております。
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貸付金
保険約款貸付及び機構貸付に含まれる簡易生命保険契約に係る保険約款貸付の時価に
ついては、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性、平均貸付期間が短期であ
ること及び金利条件から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため当該帳
簿価額を時価としております。
一般貸付における変動金利貸付の時価については、将来キャッシュ・フローに市場金
利が短期間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されることか
ら当該帳簿価額を時価としております。
一般貸付における固定金利貸付及び機構貸付（保険約款貸付を除く。）の時価につい
ては、評価日時点の市場利子率に一定の調整を加えた金利で将来キャッシュ・フローを
現在価値へ割り引いた価格によっております。
なお、貸付金については、レベル３に分類しております。

負 債
社債
当社が発行する社債の時価については、公表された相場価格によっており、レベル２
に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は通貨関連取引（為替予約）であり、店頭取引のため公表された相場
価格は存在しませんが、主に為替レート等の観察可能なインプットを用いて評価している
ため、レベル２に分類しております。
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（注２）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
① 重要な観察できないインプットに関する定量的情報
当社自身が観察できないインプットを推計していないため、記載を省略しております。

② 期首残高から期末残高への調整表、当連結会計年度の損益に認識した評価損益
(単位：百万円)

期首
残高

当連結会計年度
の損益又はその他の

包括利益
購入、売
却、発行及
び決済によ
る変動額

レベル３の
時価への
振替
（※２）

レベル３の
時価からの
振替

（※３）

期末
残高

当連結会計
年度の損益
に計上した
額のうち連
結貸借対照
表日におい
て保有する
金融商品の
評価損益
（※１）

損益に計上
（※１）

その他の包
括利益に計
上

買入金銭債権 21,779 － △444 △1,790 － － 19,544 －
有価証券
その他有価証券
地方債 29,238 1,105 △958 △759 6,016 － 34,642 1,105
外国証券 27,126 2,286 △2,824 10,816 － △5,054 32,350 2,286
その他の証券 14,308 － △141 △1,616 － － 12,551 －
資産計 92,453 3,392 △4,368 6,649 6,016 △5,054 99,089 3,392

（※１）連結損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。
（※２）レベル２の時価からレベル３の時価への振替であり、当該地方債について観察可能なデータを利用でき

なくなったことによるものであります。当該振替は会計期間の期首に行っております。
（※３）レベル３の時価からレベル２の時価への振替であり、当該外国証券について観察可能なデータが利用可

能になったことによるものであります。当該振替は会計期間の期首に行っております。
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③ 時価の評価プロセスの説明
当社は時価算定部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定め、時価の算定を行い、

時価のレベル別分類を判断しております。また、リスク管理部門において金融商品の時価
評価に関する検証手続を定め、第三者から入手した相場価格を利用する場合においては、
利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切
な方法により価格の妥当性を検証していることから、金融商品の時価評価等の適切性が確
保されております。

④ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
当社自身が観察できないインプットを推計していないため、記載を省略しております。

（４）有価証券に関する事項
① 満期保有目的の債券

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの
公社債 30,524,382 34,742,939 4,218,557
国債 26,227,827 30,204,810 3,976,982
地方債 2,964,780 3,129,782 165,002
社債 1,331,774 1,408,346 76,571

小計 30,524,382 34,742,939 4,218,557
時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの
公社債 3,601,865 3,400,254 △201,611
国債 2,918,408 2,745,383 △173,024
地方債 263,296 251,162 △12,134
社債 420,160 403,708 △16,452

小計 3,601,865 3,400,254 △201,611
合計 34,126,248 38,143,194 4,016,945

2022年05月16日 11時40分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 21 ―

② 責任準備金対応債券
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの
公社債 6,423,179 7,016,281 593,102
国債 5,683,080 6,253,790 570,710
地方債 407,633 421,913 14,280
社債 332,465 340,577 8,111

小計 6,423,179 7,016,281 593,102
時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの
公社債 2,181,555 2,089,747 △91,808
国債 1,183,968 1,124,855 △59,113
地方債 137,892 134,883 △3,008
社債 859,694 830,008 △29,686

小計 2,181,555 2,089,747 △91,808
合計 8,604,735 9,106,029 501,294
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③ その他有価証券
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの
公社債 1,813,528 1,794,094 19,433
国債 361,077 359,070 2,007
地方債 399,961 399,648 313
社債 1,052,488 1,035,375 17,113
株式 281,744 206,775 74,969
外国証券 2,441,213 2,267,780 173,433
外国公社債 2,331,403 2,160,701 170,702
外国その他の証券 109,810 107,078 2,731
その他（※） 872,126 816,649 55,477

小計 5,408,613 5,085,299 323,313
連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの
公社債 2,203,434 2,249,611 △46,177
国債 1,034,611 1,063,705 △29,094
地方債 298,902 300,451 △1,549
社債 869,920 885,454 △15,534
株式 138,069 151,019 △12,950
外国証券 1,891,306 1,979,298 △87,991
外国公社債 1,850,123 1,935,566 △85,442
外国その他の証券 41,182 43,731 △2,549
その他（※） 1,462,353 1,510,985 △48,631

小計 5,695,163 5,890,914 △195,751
合計 11,103,776 10,976,214 127,562
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（※）「その他」には、連結貸借対照表において現金及び預貯金として表示している譲渡性預金（取
得原価405,000百万円、連結貸借対照表計上額405,000百万円）及び買入金銭債権（取得原価
38,399百万円、連結貸借対照表計上額39,543百万円）が含まれております。

④ 当連結会計年度中に売却した責任準備金対応債券
（単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
公社債 428,238 6,800 －
国債 428,238 6,800 －

合計 428,238 6,800 －

⑤ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
公社債 824,713 1,056 13,317
国債 592,415 982 12,384
地方債 91,010 32 119
社債 141,287 41 813

株式 58,005 8,005 3,071
外国証券 655,411 11,079 24,243
外国公社債 654,798 11,079 24,239
外国その他の証券 612 － 4

その他の証券 119,524 － 10,475
合計 1,657,654 20,142 51,108
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（５）金銭の信託に関する事項
運用目的、満期保有目的及び責任準備金対応以外の金銭の信託

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

うち連結貸借
対照表計上額
が取得原価を
超えるもの

うち連結貸借
対照表計上額
が取得原価を
超えないもの

特定金銭信託 3,820,432 2,793,740 1,026,692 1,100,917 △74,224
（※）8,168百万円の減損処理を行っております。

なお、信託財産として運用している株式について、連結会計年度末日以前１カ月の市場価格
の平均が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄については原則として減損処理を行い、30％
以上50％未満下落した銘柄のうち市場価格が一定水準以下で推移している銘柄については、時
価が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き減損処理を行っております。

（６）デリバティブ取引に関する事項
① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
通貨関連

（単位：百万円）
区分 取引の種類 契約額等 契約額等

のうち１年超 時価 評価損益

店頭

為替予約取引
売建 4,064 － △226 △226
米ドル 4,064 － △226 △226
買建 25,737 － △30 △30
米ドル 5,676 － △49 △49
ユーロ 20,061 － 19 19
合計 － － － △256
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② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
通貨関連

（単位：百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ

対象 契約額等 契約額等
のうち１年超 時価

時価ヘッジ

為替予約取引

外貨建債券

売建 3,294,104 － △239,193
米ドル 1,807,472 － △127,621
ユーロ 598,999 － △23,378
豪ドル 428,242 － △51,987
その他 459,390 － △36,205

合計 － － △239,193

６．責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額及び時価並びにリスク管理方針の概要
は、次のとおりであります。
（１）責任準備金対応債券の連結貸借対照表計上額は8,604,735百万円、時価は
9,106,029百万円であります。

（２）責任準備金対応債券に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりであります。
資産・負債の金利リスクを管理するために、保険契約の特性に応じて以下に掲げる小

区分を設定し、各小区分の責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションを一定幅
の中で一致させる運用方針を採っております。また、各小区分の責任準備金対応債券と
責任準備金のデュレーションについては、定期的に確認しております。
① 簡易生命保険契約商品区分（すべての保険契約）
② かんぽ生命保険契約（一般）商品区分（すべての保険契約）
③ かんぽ生命保険契約（一時払年金）商品区分（一部の保険種類を除く。）
なお、簡易生命保険契約商品を対象とする小区分については、従来、残存年数30年
以内の保険契約からなる小区分でありましたが、30年及び40年国債の発行規模が安定
的に拡大してきたことに伴い、超長期債の確保が容易となり、より長期の保険契約群に
対してデュレーション調整が可能となったことから、当連結会計年度より、残存年数の
制限を廃止し、すべての保険契約からなる小区分に変更いたしました。この変更による
損益への影響はありません。
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７．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の連結貸借対照表計上額は3,172,477百万円
であります。

８．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに
貸付条件緩和債権に該当するものはありません。
なお、それぞれの定義は、以下のとおりであります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開
始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債
権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、破
産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない債権であります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として三月以

上延滞している貸付金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないも
のであります。
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
貸付金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

９．貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は25,367百万円であります。

10．有形固定資産の減価償却累計額は55,931百万円であります。
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11．繰延税金資産の総額は1,438,593百万円、繰延税金負債の総額は419,113百万円であり
ます。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は14,133百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金1,026,908百万円、価格変動準備金

248,305百万円、支払備金38,057百万円、退職給付に係る負債19,172百万円及びその他
有価証券評価差額金74,964百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金408,207百万円で
あります。
責任準備金及び価格変動準備金に係る繰延税金資産は、将来の長期にわたり発生する課税
所得により税金負担額を軽減する効果を有しております。

12．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
当連結会計年度期首現在高 1,342,855百万円
当連結会計年度契約者配当金支払額 155,691百万円
利息による増加等 9百万円
年金買増しによる減少 278百万円
契約者配当準備金繰入額 73,113百万円
当連結会計年度末現在高 1,260,009百万円

13．関係会社の株式等の金額は23,104百万円であります。
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14．担保に供している資産は、次のとおりであります。
有価証券 4,253,107百万円
担保付き債務は、次のとおりであります。
売現先勘定 2,570,899百万円
債券貸借取引受入担保金 2,236,696百万円
なお、上記有価証券は、売現先取引による買戻し条件付の売却を行った有価証券及び現金
担保付有価証券貸借取引により差し入れた有価証券であります。

上記のほか、有価証券担保付債券貸借取引及びデリバティブ取引の担保として、次のもの
を差し入れております。
有価証券 498,437百万円
先物取引差入証拠金 3,674百万円
金融商品等差入担保金 36,850百万円

15．保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険
を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は525百万円で
あり、同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下
「出再責任準備金」という。）の金額は907百万円であります。

16．１株当たり純資産額は6,059円59銭であります。
なお、当社は、株式給付信託（BBT）を設定しておりますが、株主資本において自己株式
として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行
済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度末
において140,300株であります。

17．売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、買現先取引、消
費貸借契約取引及びデリバティブ取引の担保として受け入れている有価証券であり、当連結
会計年度末に当該処分を行わず所有しているものの時価は601,181百万円であります。
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18．負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特
約付社債であります。

19．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末にお
ける当社の今後の負担見積額は33,449百万円であります。
なお、当該負担金は、拠出した連結会計年度の事業費として処理しております。

20．退職給付に関する事項は次のとおりです。
（１）採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、非積立型の確定給付制度として退職一時金制度を採用してお
ります。
また、当社は、2015年10月１日より、共済年金の職域部分廃止後の新たな年金とし

て導入された、「国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のための国家公務員退職
手当法等の一部を改正する法律」（平成24年法律第96号）に基づく退職等年金給付の制
度に加入しており、当社の要拠出額は、当連結会計年度363百万円であります。

（２）確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 66,414百万円
勤務費用 4,111百万円
利息費用 459百万円
数理計算上の差異の発生額 264百万円
退職給付の支払額 △2,992百万円
その他 55百万円
退職給付債務の期末残高 68,313百万円

② 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整
表

非積立型制度の退職給付債務 68,313百万円
連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債 68,313百万円
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③ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 4,111百万円
利息費用 459百万円
数理計算上の差異の費用処理額 △231百万円
過去勤務費用の費用処理額 △464百万円
その他 97百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 3,971百万円

④ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり
ます。

過去勤務費用 △464百万円
数理計算上の差異 △496百万円
合計 △961百万円

⑤ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりで
あります。

未認識過去勤務費用 3,721百万円
未認識数理計算上の差異 151百万円
合計 3,873百万円

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎は次のとおりであります。
割引率 0.3～0.7％
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21．郵政管理・支援機構からの受再保険に係る責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該受
再保険に関する再保険契約により、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネット
ワーク支援機構法（平成17年法律第101号）による簡易生命保険責任準備金の算出方法書
に基づき算出された額を下回らないよう、当社の保険料及び責任準備金の算出方法書に基づ
き算出された額29,331,229百万円を積み立てております。
また、当該受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金1,203,243百万円、価格変動準備

金695,157百万円を積み立てております。

22．連結貸借対照表に計上した「その他負債」には「機構預り金」39,991百万円が含まれて
おります。「機構預り金」とは、郵政管理・支援機構との簡易生命保険管理業務の委託契約
に基づき、民営化時に預託された郵政管理・支援機構における支払備金、訴訟及び調停に係
る損害賠償損失引当金に相当する額であり、当連結会計年度末までに支払い等が行われてい
ない額であります。
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（連結損益計算書の注記）

１．会計方針に関する事項
（１）保険料の計上基準

初回保険料は、収納があり保険契約上の責任が開始している契約について、当該収納
した金額を計上しております。また、２回目以降保険料は、収納があったものについて
当該金額を計上しております。
なお、収納した保険料のうち、連結会計年度末時点において未経過となっている期間
に対応する部分については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69条第１項第２
号に基づき、責任準備金に積み立てております。

（２）保険金等支払金の計上基準
保険金等支払金（再保険料を除く。）は、保険契約に基づく支払事由が発生し、当該

契約に基づいて算定された金額を支払った契約について、当該金額を計上しておりま
す。
なお、保険業法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、連結会計年度末時点

において支払義務が発生したが保険金等の支出をしていないもの、または、まだ支払事
由の報告を受けていないが支払事由が既に発生したと認められるもののうち保険金等の
支出をしていないものについて支払備金を積み立てております。

２．支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は106百万円、責任
準備金戻入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金戻入額の金額は27百万円であります。

３．１株当たり当期純利益は375円14銭であります。
なお、当社は、株式給付信託（BBT）を設定しておりますが、株主資本において自己株式
として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平
均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計
年度において143,901株であります。
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４．保険料等収入には、郵政管理・支援機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険
料が286,840百万円含まれております。

５．保険金には、郵政管理・支援機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険金が
2,717,586百万円含まれております。

６．郵政管理・支援機構からの受再保険に関する再保険契約により、当該受再保険に係る区分
で発生した損益等に基づき、郵政管理・支援機構のため契約者配当準備金へ54,849百万円
を繰り入れております。
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（連結株主資本等変動計算書の注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式 562,600 － 162,906 399,693
自己株式
普通株式 167 162,906 162,922 151
（※１）普通株式の発行済株式の株式数の減少162,906千株は、2021年７月28日開催の取締役会決議

に基づく自己株式の消却による減少であります。
（※２）普通株式の自己株式の当連結会計年度期首及び当連結会計年度末株式数には、株式給付信託

（BBT）が保有する当社株式数が含まれており、それぞれ156千株、140千株であります。
（※３）普通株式の自己株式の株式数の増加162,906千株は、2021年５月14日開催の取締役会決議に

基づく自己株式の取得による増加であります。
（※４）普通株式の自己株式の株式数の減少162,922千株は、2021年７月28日開催の取締役会決議に

基づく自己株式の消却による減少162,906千株及び株式給付信託（BBT）の給付による減少15千
株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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３．配当に関する事項
（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会 普通株式 42,756 76.00 2021年３月31日 2021年６月17日

2021年11月12日
取締役会 普通株式 17,985 45.00 2021年９月30日 2021年12月３日

（※１）2021年５月14日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社
株式に対する配当金11百万円が含まれております。

（※２）2021年11月12日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当
社株式に対する配当金６百万円が含まれております。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの
決議 株式の種類 配当金の総額

（百万円） 配当の原資 １株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会 普通株式 17,985 利益剰余金 45.00 2022年３月31日 2022年６月16日

（※）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金６百万円が含ま
れております。
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（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他
利益剰余金

不動産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 500,000 405,044 － 405,044 64,761 5,286 831,986
当期変動額
剰余金の配当 12,148 △72,890
当期純利益 157,885
自己株式の取得
自己株式の処分
自己株式の消却 △358,887 △358,887
不動産圧縮積立金の取崩 △259 259
利益剰余金から
資本剰余金への振替 358,887 358,887 △358,887
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － 12,148 △259 △273,633
当期末残高 500,000 405,044 － 405,044 76,909 5,026 558,353

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合計
当期首残高 902,034 △397 1,806,680 1,031,384 573 1,031,957 2,838,638
当期変動額
剰余金の配当 △60,742 △60,742 △60,742
当期純利益 157,885 157,885 157,885
自己株式の取得 △358,882 △358,882 △358,882
自己株式の処分 37 37 37
自己株式の消却 358,887 － －
不動産圧縮積立金の取崩 － － －
利益剰余金から
資本剰余金への振替 △358,887 － －
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △157,619 △573 △158,193 △158,193

当期変動額合計 △261,744 42 △261,701 △157,619 △573 △158,193 △419,894
当期末残高 640,289 △355 1,544,978 873,764 － 873,764 2,418,743
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個別注記表
（貸借対照表の注記）

１．会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信
託において信託財産として運用している有価証券を含む。）の評価は、次のとおりであ
ります。
① 満期保有目的の債券
移動平均法による償却原価法（定額法）

② 責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基
づく責任準備金対応債券をいう。）
移動平均法による償却原価法（定額法）

③ 子会社株式及び関連会社株式（保険業法第２条第12項に規定する子会社及び保険
業法施行令第13条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたもの及
び同条第４項に規定する関連法人等が発行する株式をいう。）
移動平均法による原価法

④ その他有価証券
（ⅰ）市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）
（ⅱ）市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお

ります。

2022年05月16日 11時40分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 38 ―

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。

（３）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く。）
有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
（ⅰ）建物

２年～60年
（ⅱ）その他の有形固定資産

２年～20年
② 無形固定資産（リース資産を除く。）

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間
（概ね５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（４）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償
却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能
額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づい
て上記の引当を行っております。
なお、破綻先（破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債
務者をいう。）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者をいう。）に対
する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は、37百万円であります。
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② 保険金等支払引当金
保険金等支払引当金は、ご契約調査等によって判明したお客さまのご意向に沿わず
不利益が発生した可能性のある契約について、これまでの実績に基づき、その不利益
を解消するための将来の契約解除措置等により生じる保険金等の支払見込額等を計上
しております。
③ 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき、計上しております。
（ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により費用処理しております。
④ 役員株式給付引当金
役員株式給付引当金は、株式給付規程に基づく当社執行役に対する当社株式等の給
付に備えるため、株式給付債務の見込額を計上しております。

（５）価格変動準備金の計上方法
価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

（６）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算しております。
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（７）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019

年７月４日。以下「金融商品会計基準」という。）に従い、外貨建債券の一部に対す
る為替リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジを行っております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建債券

③ ヘッジ方針
外貨建債券に対する為替リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によっ
て有効性を評価しております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関
係があることが明らかである為替予約については、有効性の評価を省略しておりま
す。
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（８）責任準備金の積立方法
事業年度末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約
に基づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第116条第１項に基づき、保
険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第４条第２項第４号）に記載された方法に
従って計算し、責任準備金を積み立てております。
責任準備金のうち保険料積立金については次の方式により計算しております。なお、

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構（以下「郵政管
理・支援機構」という。）からの受再保険の一部及び一時払年金保険契約を対象に、保
険業法施行規則第69条第５項の規定により追加して積み立てた額が含まれております。
① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵
省告示第48号）

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第
69条第１項第３号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将
来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。
なお、責任準備金については、保険業法第121条第１項及び保険業法施行規則第80

条に基づき、事業年度末において責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを、
保険計理人が確認しております。

（９）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法
は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

２．会計方針の変更
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
金融商品会計基準第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その他有
価証券のうち市場価格のある株式については、従来、事業年度末日以前１カ月の市場価格の
平均に基づく時価法を採用しておりましたが、当事業年度より、事業年度末日の市場価格に
基づく時価法に変更しております。
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３．当社の執行役に信託を通じて自社の株式等を給付する取引
当社の執行役に信託を通じて自社の株式等を給付する取引について、連結計算書類の「連

結注記表（連結貸借対照表の注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお
ります。

４．責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額及び時価並びにリスク管理方針の概要は、次
のとおりであります。
（１）責任準備金対応債券の貸借対照表計上額は8,604,735百万円、時価は9,106,029百
万円であります。

（２）責任準備金対応債券に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりであります。
資産・負債の金利リスクを管理するために、保険契約の特性に応じて以下に掲げる小

区分を設定し、各小区分の責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションを一定幅
の中で一致させる運用方針を採っております。また、各小区分の責任準備金対応債券と
責任準備金のデュレーションについては、定期的に確認しております。
① 簡易生命保険契約商品区分（すべての保険契約）
② かんぽ生命保険契約（一般）商品区分（すべての保険契約）
③ かんぽ生命保険契約（一時払年金）商品区分（一部の保険種類を除く。）
なお、簡易生命保険契約商品を対象とする小区分については、従来、残存年数30年
以内の保険契約からなる小区分でありましたが、30年及び40年国債の発行規模が安定
的に拡大してきたことに伴い、超長期債の確保が容易となり、より長期の保険契約群に
対してデュレーション調整が可能となったことから、当事業年度より、残存年数の制限
を廃止し、すべての保険契約からなる小区分に変更いたしました。この変更による損益
への影響はありません。

５．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は3,172,477百万円であ
ります。
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６．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに
貸付条件緩和債権に該当するものはありません。
なお、それぞれの定義は、以下のとおりであります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開
始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債
権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、破
産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない債権であります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として三月以

上延滞している貸付金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないも
のであります。
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
貸付金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

７．貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は25,367百万円であります。

８．有形固定資産の減価償却累計額は55,533百万円であります。

９．関係会社に対する金銭債権の総額は263百万円、金銭債務の総額は14,882百万円であり
ます。

10．繰延税金資産の総額は1,438,585百万円、繰延税金負債の総額は419,106百万円であり
ます。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は14,120百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金1,026,908百万円、価格変動準備金

248,305百万円、支払備金38,057百万円、退職給付引当金19,733百万円及びその他有価
証券評価差額金74,964百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金408,207百万円で
あります。
責任準備金及び価格変動準備金に係る繰延税金資産は、将来の長期にわたり発生する課税
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所得により税金負担額を軽減する効果を有しております。

11．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
当事業年度期首現在高 1,342,855百万円
当事業年度契約者配当金支払額 155,691百万円
利息による増加等 9百万円
年金買増しによる減少 278百万円
契約者配当準備金繰入額 73,113百万円
当事業年度末現在高 1,260,009百万円

12．関係会社の株式等の金額は24,088百万円であります。

13．担保に供している資産は、次のとおりであります。
有価証券 4,253,107百万円
担保付き債務は、次のとおりであります。
売現先勘定 2,570,899百万円
債券貸借取引受入担保金 2,236,696百万円
なお、上記有価証券は、売現先取引による買戻し条件付の売却を行った有価証券及び現金
担保付有価証券貸借取引により差し入れた有価証券であります。

上記のほか、有価証券担保付債券貸借取引及びデリバティブ取引の担保として、次のもの
を差し入れております。
有価証券 498,437百万円
先物取引差入証拠金 3,674百万円
金融商品等差入担保金 36,850百万円

14．保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険
を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は525百万円で
あり、同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下
「出再責任準備金」という。）の金額は907百万円であります。
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15．１株当たり純資産額は6,053円79銭であります。
なお、当社は、株式給付信託（BBT）を設定しておりますが、株主資本において自己株式
として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行
済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度末にお
いて140,300株であります。

16．売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、買現先取引、消
費貸借契約取引及びデリバティブ取引の担保として受け入れている有価証券であり、当事業
年度末に当該処分を行わず所有しているものの時価は601,181百万円であります。

17．負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特
約付社債であります。

18．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当事業年度末における
当社の今後の負担見積額は33,449百万円であります。
なお、当該負担金は、拠出した事業年度の事業費として処理しております。

19．郵政管理・支援機構からの受再保険に係る責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該受
再保険に関する再保険契約により、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネット
ワーク支援機構法（平成17年法律第101号）による簡易生命保険責任準備金の算出方法書
に基づき算出された額を下回らないよう、当社の保険料及び責任準備金の算出方法書に基づ
き算出された額29,331,229百万円を積み立てております。
また、当該受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金1,203,243百万円、価格変動準備

金695,157百万円を積み立てております。

20．貸借対照表に計上した「機構預り金」とは、郵政管理・支援機構との簡易生命保険管理業
務の委託契約に基づき、民営化時に預託された郵政管理・支援機構における支払備金、訴訟
及び調停に係る損害賠償損失引当金に相当する額であり、当事業年度末までに支払い等が行
われていない額であります。

2022年05月16日 11時40分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 46 ―

（損益計算書の注記）

１．会計方針に関する事項
（１）保険料の計上基準

初回保険料は、収納があり保険契約上の責任が開始している契約について、当該収納
した金額を計上しております。また、２回目以降保険料は、収納があったものについて
当該金額を計上しております。
なお、収納した保険料のうち、事業年度末時点において未経過となっている期間に対
応する部分については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69条第１項第２号に
基づき、責任準備金に積み立てております。

（２）保険金等支払金の計上基準
保険金等支払金（再保険料を除く。）は、保険契約に基づく支払事由が発生し、当該

契約に基づいて算定された金額を支払った契約について、当該金額を計上しておりま
す。
なお、保険業法第117条及び保険業法施行規則第72条に基づき、事業年度末時点にお

いて支払義務が発生したが保険金等の支出をしていないもの、または、まだ支払事由の
報告を受けていないが支払事由が既に発生したと認められるもののうち保険金等の支出
をしていないものについて支払備金を積み立てております。

２．関係会社との取引による収益の総額は０百万円、費用の総額は17,480百万円であります。

３．有価証券売却益の内訳は、国債等債券7,857百万円、株式8,005百万円、外国証券
11,079百万円であります。

４．有価証券売却損の内訳は、国債等債券13,317百万円、株式3,071百万円、外国証券
24,243百万円、その他の証券10,475百万円であります。

５．金銭の信託運用益には、評価損が8,168百万円含まれております。
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６．金融派生商品費用には、評価損が239,449百万円含まれております。

７．支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は106百万円、責任
準備金戻入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金戻入額の金額は27百万円であります。

８．１株当たり当期純利益は374円72銭であります。
なお、当社は、株式給付信託（BBT）を設定しておりますが、株主資本において自己株式
として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平
均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当事業年度
において143,901株であります。

９．保険料には、郵政管理・支援機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険料が
286,840百万円含まれております。

10．保険金には、郵政管理・支援機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険金が
2,717,586百万円含まれております。

11．郵政管理・支援機構からの受再保険に関する再保険契約により、当該受再保険に係る区分
で発生した損益等に基づき、郵政管理・支援機構のため契約者配当準備金へ54,849百万円
を繰り入れております。
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12．関連当事者との取引に関する事項は、次のとおりであります。
（１）親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 日本郵政
株式会社

被所有
直接
49.90％

グループ
運営

役員の兼任

ブランド価
値使用料の
支払
（※）

2,504 未払金 229

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※）当社が日本郵政グループに属することにより利益を享受するブランド価値は当社の業績に反映
されるとの考え方に基づき、当該利益が反映された業績指標である前事業年度末時点の保有保険
契約高に対して、一定の料率を掛けて算出しております。

（２）同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

日本郵便
株式会社 なし

保険業務
代理店

役員の兼任

代理店業務
に係る委託
手数料の
支払
（※１）

178,630 代理店借 4,295

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１）各契約の保険金額及び保険料額に、保険種類ごとに設定した手数料率を乗じて算定した募集

手数料、保険料の収納や保険金の支払事務など、委託業務ごとに設定した業務単価に、業務量
を乗じて算定した維持集金手数料等を支払っております。

（※２）上記のほか、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法に基
づき、2019年度から、郵便局ネットワークの維持に要する費用のうち、ユニバーサルサービス
確保のために不可欠な費用は、日本郵便株式会社が負担すべき額を除き、当社及び株式会社ゆ
うちょ銀行からの拠出金を原資として郵政管理・支援機構から日本郵便株式会社に交付される
交付金で賄われることとなっております。なお、当事業年度に当社が郵政管理・支援機構に支
払った拠出金の額は54,005百万円であります。
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（株主資本等変動計算書の注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式
普通株式 167 162,906 162,922 151

（※１）普通株式の自己株式の当事業年度期首及び当事業年度末株式数には、株式給付信託（BBT）
が保有する当社株式数が含まれており、それぞれ156千株、140千株であります。

（※２）普通株式の自己株式の株式数の増加162,906千株は、2021年５月14日開催の取締役会決議
に基づく自己株式の取得による増加であります。

（※３）普通株式の自己株式の株式数の減少162,922千株は、2021年７月28日開催の取締役会決議
に基づく自己株式の消却による減少162,906千株及び株式給付信託（BBT）の給付による減少
15千株であります。
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〈メ モ 欄〉
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